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昨年１２月３日（水）大阪市役所において、「障害

者週間」の巡回キャンペーンの出発式が行われました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【巡回キャンペーン出発式／大阪市役所にて】 

出発式終了後、大阪市に「要望書」を提出しました。

提出した要望書は次のとおりになります。 

 

令和７年１２月３日 

大 阪 市 長 

横 山 英 幸 様 

       要望書の提出について 

時下ますますご清栄のこととお喜び申し上げます。平

素は、障がい者福祉の増進について格別のご高配を賜り

誠にありがとうございます。 

さて、最近の私どもを取り巻く状況の変化に鑑み、今

回別紙のとおり要望いたしますので、ご検討の上、ご回

答いただきますようよろしくお願いいたします。 

一般財団法人 大阪市身体障害者団体協議会 

会 長  手 嶋 勇 一 

一般社団法人 大阪市視覚障害者福祉協会 

会 長  川 越 利 信 

大阪市聴言障害者協会 

会 長  廣 田 しずえ 

社会福祉法人 大阪市手をつなぐ育成会 

理事長  長谷川 美智代 

 特定非営利活動法人 大阪市難聴者・中途失聴者協会 

           理事長  松 尾 博 文 

             公益財団法人 阪喉会

           理事長  杉 本   隆 

 

１． 国においては今年７月に、災害対策基本法に基

づき、中央防災会議が作成する我が国の防災に関

する総合的かつ長期的な計画である「防災基本計

画」を、令和６年能登半島地震や、岩手県大船渡

市林野火災ならびに近年の関連法令の改正、およ

び施策の進展等を踏まえ修正を行っている。これ

には「避難生活に必要な物資の備蓄」「避難所環

境の整備」「避難行動要支援者や避難支援者に携

わる関係者に対する制度の周知・啓発等」が新た

に市町村の努力目標として盛り込まれたところ

である。これを受けて、全国の各自治体ではそれ

ぞれの地域防災計画を修正しており、大阪市にお

いても早急にこれをおこなうよう、また、「災害

対策基本法の一部改正法」も６月４日から施行さ

れ、「福祉サービスの提供」や「被災者援護協力

団体の登録制度の創設」が盛り込まれていること

から、その内容を加味したものにするよう要望す

る。なお、その際、障がい当事者の意見反映の場

を設け、避難所等での障がい者の情報アクセシビ

リティ・コミュニケーション支援などにも配意す

るよう要望する。 

２． 障害者雇用促進法における地方公共団体の法定

雇用率の経過措置が、来年６月末に終了すること

から、大阪市として積極的に障がい者雇用の促進

に取り組み、３％(教育委員会は２.８％)の法定

雇用率を令和７年度末、遅くとも令和８年７月当

初には達成するよう要望する。また、法定雇用率

を達成するだけでなく、雇用された障がい者が職

場において働きがいを感じて就労し、職務におい

てもスキルアップできるよう配慮することを特

に要望する。 

３． 令和８年度が、「第７期大阪市障がい福祉計画」

ならびに「第３期障がい児福祉計画」の計画最終

年度となることから、当年度末での目標の達成に

向けて着実に計画を推進していくよう要望する。

ただし、施設からの地域移行については、目標数

値に固着することなく、本人や家族等の意向を十

分把握し、了解を得たうえで、「大阪市施設入所

者地域生活移行促進事業」などを適切に実施し、

移行先等との環境整備を図りつつおこなうよう

特に要望する。 

４． 国民の主食である米や、生活に欠かすことので

きない電気・ガス料金など、全ての物と言ってい

いほど、物の価格が上昇し続けている中、大阪市

における日常生活用具の給付限度額や使用年数

などでは、永らく見直しがなされずに現在に至っ 

「障害者週間」大阪市巡回キャンペーン出発式・ 

大阪市への「要望書」の手交にあたって 

 


